
第���号議案

島根県県税条例の一部を改正する条例

島根県県税条例（昭和��年島根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

第�条第�項中「名称又は事務所、事業所若しくは寮等」を「名称及び事務

所、事業所又は寮等」に改める。

第�条第�号及び第�号を次のように改める。

� 公益社団法人、公益財団法人又は法人税法第�条第	号の�に規定する非

営利型法人

� 地方自治法（昭和

年法律第��号）第
��条の�第�項に規定する認可地

縁団体

第��条を次のように改める。

（個人の県民税の税額控除の対象となる寄附金）

第��条 法第�条の�第�項第�号に規定する条例で定める寄附金は、次のとお

りとする。

� 所得税法（昭和��年法律第号）第��条第�項第�号の規定により財務大

臣が指定した寄附金のうち、県内に事務所又は事業所を有する法人又は団体

に対するもの（県内の事務所又は事業所の業務に充てられることが明らかな

ものであって、規則で定めるものに限る。）

� 所得税法施行令（昭和��年政令第��号）第
��条各号に規定する法人に対

する当該法人の主たる目的である業務に関連する寄附金のうち、県内に事務

所又は事業所を有する法人に対するもの（県内の事務所又は事業所の業務に

充てられることが明らかなものであって、規則で定めるものに限る。）

� 租税特別措置法（昭和
年法律第
�号）第��条の��の�の規定により特定

寄附金とみなされる支出金のうち、県内に事務所又は事業所を有する認定特

定非営利活動法人（同法第��条の��の�第�項に規定する認定特定非営利活

動法人をいう。）に対するもの（県内の事務所又は事業所の業務に充てられ

ることが明らかなものであって、規則で定めるものに限る。）
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� 所得税法第��条第�項の規定により特定寄附金とみなされる金銭のうち、

公益信託ニ関スル法律（大正��年法律第��号）第�条の規定により知事又は

教育委員会の許可を受けた同法第�条に規定する公益信託の信託財産とする

ために支出したもの

� 受領者（前項第�号から第�号までの寄附金若しくは支出金を受領した法人

若しくは団体又は同項第	号の金銭が属することとなる信託財産に係る公益信

託の受託者をいう。以下この項において同じ。）は、前項に規定する寄附金を

最初に受領した日から�月以内に受領者の名称及び事務所又は事業所の所在地

その他必要な事項を知事に届け出なければならない。届け出た事項を変更した

場合にも、また、同様とする。

第�
条第�項の表第�号の�中「�」を「�」に改め、同号の�を同号の�と

し、同号の�中「�及び�」を「�から�まで」に改め、同号の�を同号の�と

し、同号の�の次に次のように加える。

� 一般社団法人（非営利型法人（法人税法第�条第�号の�に規定する非営

利型法人をいう。以下この号において同じ。）に該当するものを除く。）及

び一般財団法人（非営利型法人に該当するものを除く。）

第��条の	中「（昭和
�年法律第��号）」を削る。

第��条の�中「第
条の�の�」を「第
条の�の�」に改める。

第��条第�項第�号イ中「財団法人日本ゴルフ協会」の次に「（昭和��年��月

�日に財団法人日本ゴルフ協会という名称で設立された法人をいう。）」を加え

る。

第��条第�号中「財団法人島根県環境保健公社」の次に「（昭和��年�月��日

に財団法人島根県環境保健公社という名称で設立された法人をいう。以下「環境

保健公社」という。）」を加え、同条第�号中「又は民法第
�条に規定する公益

法人」を「、公益社団法人、公益財団法人又は法人税法第�条第�号の�に規定

する非営利型法人」に改め、同条第�号中「民法第
�条に規定する公益法人」を

「公益社団法人、公益財団法人、法人税法第�条第�号の�に規定する非営利型

法人」に改める。
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第��条第�号中「財団法人島根県環境保健公社」を「環境保健公社」に改め

る。

附則第�項の前の見出し中「中小法人等」を「中小法人」に改める。

附則第��項及び附則第��項中「法人等」を「法人」に改める。

附 則

（施行期日）

� この条例は、平成��年��月�日から施行する。ただし、第��条の改正規定、

第��条の	の改正規定及び附則第�項の規定は平成��年	月�日から、附則第

	項の規定は公布の日から施行する。

（旧民法第
�条の法人に関する経過措置）

� この条例による改正後の島根県県税条例（以下「新条例」という。）第�条

第�号並びに第��条第�号及び第号に規定する公益社団法人又は公益財団法

人には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公

益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

（平成��年法律第��号）第��条第�項に規定する特例社団法人又は特例財団法

人を含むものとする。

（県民税に関する経過措置）

� 平成��年度から平成��年度までの各年度分の個人の県民税についての新条例

第��条第�項の規定の適用については、同項第�号中「第��条の��の�」とあ

るのは、「第��条の��の�及び所得税法等の一部を改正する法律（平成��年法

律第�
号）附則第��条の規定によりなおその効力を有することとされる同法第

�条の規定による改正前の租税特別措置法第��条の��の�第�項」とする。

（寄附金の受領の届出に関する経過措置）

	 新条例第��条第�項の規定は、県民税の所得割の納税義務者が平成��年�月

�日以後に支出する同条第�項に規定する寄附金について適用する。この場合

において、この条例の公布の日の前日までの間に当該寄附金を受領した者に係

る同条第�項の規定の適用については、同項中「前項に規定する寄附金を最初

に受領した日」とあるのは、「島根県県税条例の一部を改正する条例（平成��
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年島根県条例第 号）の公布の日」とする。
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